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概要概要概要概要    

次世代インターネット通信量の予測を目的として、２００１年、現在のわが国インターネットの
コンテンツ量を人口 200 万人（都市部と郡部の割合がほぼ１：１）の２県を対象として総当り
で教育機関ならびに学術機関の WWWホームページ容量を実計測した。その結果学校関のホー
ムページ（小中高大学）の合計容量は２県とも２ギガバイト以下、機関別容量は平均２メガバイ
トの指数分布を示した。また、それぞれのホームページへのインターネットからの到達性につい
ても検討し、アクセス回線容量、ASP（アプリケーションサービスプロバイダ）の比率から今後
のデータ通信量を検討した。 
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To estimate the future amount of the Next Generation Internet traffic model, we 
conducted a survey, in 2001, of the World Wide Web homepage contents amount which 
educational and academic institutions held in two prefectures each with a population of 
two millions (where the population of its city area equals to that of its rural districts).  
The result is; the total amounts for homepages at the educational institutions (primary 
schools, junior high schools, high schools and universities) in both two prefectures are 
less than 2.5 Giga Bytes; the index number of homepage contents amount by institution 
distributed over the average of 2 Mb.  Besides, we investigated the attainability of each 
homepage through the Internet and estimated the future amount of data traffic from 
the ratios of the circuit capacities and the ASPs. 
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はじめにはじめにはじめにはじめに    
    

 インターネットのコンテンツ情報量の推定は、いわゆる home page の Hosting を行う
ASP (Application Service Provider)のコスト算定根拠となるばかりでなく、インターネッ
トサービスプロバイダにとっての回線設計根拠、バックアップセキュリティを考える上に

おいても重要である。例えば 2002年 3月 31日現在で、日本の公立小中高校全体における
教育用コンピュータ設置台数は、1 校あたり 32.4台、インターネット接続率 97.9%、ホー
ムページ保有率 45.7%（文部科学省調べ[1]）であるといわれている。インターネットホー
ムページによる情報提供は１９９５年頃から開始され、「現在、世界では年間 1から 2エキ
サバイトの「ユニークな」情報が生み出されている。これは、地球上の男性、女性、子供

一人あたりにするとおおよそ 250メガバイトの情報となる。」といわれている[2]。中島らは
わが国のインターネットコンテンツ統計を行い[3] 、2002年 2月における、わが国のWeb
コンテンツの総量はサーバ数 197000、ページ数 65,550,000、ファイル数 173,880,000、デ
ータ量 5,002ギガバイトであると推定した。また、同報告で近年 1998年調査開始時サーバ
数 36,000、データ量 305ギガバイトであり、ページ数の増加が 1998年から 99年にかけて
の増加率が約 3倍、サーバ数が 2倍に増加した。その後 1999年から 2002年にかけサーバ
数は約 2 倍、ページ数も約 2 倍に増加したのに対してデータ量の増加は葉ファイル数の増
加に比べて大きいこと、その原因の一つに 2000 年頃から一般化した PDF（Portable 
Document Format）増加の影響も指摘し
ている。これらの調査は、コンテンツの

平均値ならびに総量はされているものの、

調査のベースが検索エンジンを用いた機

械（またはソフトウェア）による推計で

あること、全数調査が理論的には可能で

あるにも関わらず、サンプリングデータ

でいっていることから全体傾向を示唆す

るデータではあるが検討が必要である。 
わが国 Web コンテンツ量推定用母集
団統計モデル推定のため、人口 555万人
の H県と 220万人 K府の小中高学校と
大学の全ホームページを手作業で調査、

ホームページデータ量統計分布を求め、

二県の総人口ならびに各学校種別による

分布の相似性に関して検討した。同定し

た URL への到達性を検索することによ
って、各URLの運営状態を調査した。 

図１：都道府県別人口（H12）
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図２：13大都市別人口（H12）

 0

 1,000

 2,000

 3,000

 4,000

 5,000

 6,000

 7,000

 8,000

 9,000

特
別
区
部

横
浜
市

大
阪
市

名
古
屋
市

札
幌
市

神
戸
市

京
都
市

福
岡
市

川
崎
市

広
島
市

北
九
州
市

仙
台
市

千
葉
市

(千人)

13大都市名

研究会Temp 
－18－



方法方法方法方法    
 

対象として用いた H（人口 550万人）、K（220万万人）は、それぞれ県庁所在地人口 100
万人規模の政令指定都市を持つ。わが国全体の分布との対比を図１，２に示した。 
 
1. 1. 1. 1. ホーホーホーホームページムページムページムページ全数調査全数調査全数調査全数調査法法法法    
文部科学省学校基本調査[4]に基づいて県下／府下の公立学校数を母数とした。また、個々

の学校名称のリストは、県／府教育委員会や各市町村役所や教育委員会のホームページか

ら母数との照合を行いつつ作成した。学校名称を元に、研究目的で K12サイトのポータル
サイトを運営しているURL[5]、民間検索エンジン（Yahoo, Infoseek, Google等）に作成し
た学校名称リストを直接打ち込んで検索、サーチ結果から一般名称として学校のホームペ

ージ以外で用いられている場合を手作業で除外、該当するホームページを探索し URLを同
定した。両府県とも大学での開設率は１００％であった。 
 
２２２２．．．．各各各各ホームページホームページホームページホームページ容量容量容量容量のののの計測計測計測計測とととと URLURLURLURLへのへのへのへの到達性調査到達性調査到達性調査到達性調査    
 上記にて得られた URLリストを元に、わが国の IPv4インターネット集約点の一つであ
る NSP-IXP2[6]に対して 45Mbps以上の帯域で接続される通信総合研究所実験ネットワー
クから、到達可能な URLファイルツリーの全ファイルダウンロードと、該当する URLへ
のインターネット伝送路探索を行った。ホームページファイルダウンロードにはオフライ

ンでのホームページ閲覧用として開発されたホームページデータダウンロード用ソフトウ

ェア[7]を用い、到達できた URLからの関連リンクをダウンロードしない（Bergman[8]の
Deep web条件を配慮、同一ドメイン内まで、教育委員会等へのリンクが張られている場合
は手作業で除き）条件で容量を計測した。また、同時に`Traceroute’ [9]を用い、該当する
URLの所属ドメインの種別を調査した。また、統計解析にはWindows版 SPSS 10.1Jを用
いた。 

 

表表表表１１１１．．．．HHHHとととと KKKKのののの学校数学校数学校数学校数、、、、HPHPHPHP開設数開設数開設数開設数    

設  置  者  別
県立
府立 市 立 私 立 県立府立 ％

市立
町立*1

％
私立
国立*2

％ 計 ％

H 857 845 12 292292292292 35%35%35%35% 9 75% 301 35%
K 452 444 8 294294294294 66%66%66%66% 8 100% 302 67%
H 396 362 34 147 41% 31 91% 178 45%
K 202 179 23 127 71% 23 100% 150 74%
H 228 151 25 52 115 76% 20 80% 46 88% 181 79%
K 105 55 9 41 54 98% 9 100% 40 98% 103 98%
H 1,4811,4811,4811,481 151 1,232 98 115 76% 459 37% 86 88% 660 45%45%45%45%
K 759759759759 55 632 72 54 98% 430 68% 71 99% 555 73%73%73%73%

学校数

計 

HP開設校
府県別学校別

小

中

高

全体
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結果結果結果結果とととと考察考察考察考察    
ホームページホームページホームページホームページ開設率開設率開設率開設率    
調査は２００２年６月から８月まで上記ネットワークから行った。表１に今回 H,Ｋ府県

の各教育機関種別のホームページ開設数（到達可能な URL の保有）ならびに率を示した。
その結果、HP開設率はHが 45％に比べ、Kは 75％と高率であり、学校開設者別では私立
学校が高率であった。両府県のホームページ開設率の差は学校運営母体である市立、町立

学校で高率な Kの方が高いことが示唆された。また、小学校、中学校、高等学校の順に HP
開設率が増加する傾向があった。これらのことから、今回の調査の母数を表 1 の HP 解説
数とした。 
 
WebWebWebWebコンテンツコンテンツコンテンツコンテンツ容量容量容量容量のののの統計統計統計統計的検討的検討的検討的検討    

H,K それぞれの教育機関種別の１URL ツリーの含む Web コンテンツのデータ量の平均
標準偏差ならびにそれぞれの種別の合計容量を表２に示す。また、各教育機関種別のコン

テンツ容量を比較するため、H,Kそれぞれにおいて小学校（ES）,中学校（JH）, 高等学校
（HS）、大学（Univ.）を独立因子とする１元配置分散分析を行った。その結果、ES,JH,HS
の三者では等分散性がなかったのに対してUnivが他の教育機関種に比べ、有意にコンテン
ツ量が多いことが Tukey、Scheffe両方で p<0.05で示唆された。また、統計処理を行うに
あたり、Hの 1大学だけが合計 URLツリー容量 2ギガバイトと統計的極値を示したため、
今回の解析からは除外した。採取した 1262個の URLツリーのデータ量の頻度分布は図３
のように指数分布を示した。府県別、４つの教育機関種別でも同様に全て指数分布であり、

各サイト毎のWebコンテンツの情報量がこの対象群では指数関数分布であることが示唆さ
れた。また、各教育機関種別の H,K両府県間のコンテンツ容量の平均値の相異を検定する
ため、Unpaired-T 検定を行った結果、等分散性、平均値とも p<0.05 で棄却された。以上
から、各教育機関種別、府県別の統計学的近似性（平均、分散、分布形式）が示唆された。 
 
これら結果は、各教育機関のインターネットを用いた情報提供が十分に浸透した対象で

行った調査結果ではないことを前提としな

ければならないが、ランダムサンプリング

ではなく全数を調査したことから現状を把

握するための一手法として今後も検討を加

えていく必要性が示唆された。また、対象

とした府県の人口は合わせて 770万人であ
り、2002年 770万人の教育機関のWebコ
ンテンツ容量の実測値は示していると考え

ると今回得られた 5.6（Gbyte/770 万人）
から比例すると仮定すれば、407G バイト

Volume of Contents (MB)

48000

40000

32000

24000

16000

8000
0

F
re

q
u
e
n
c
y

700

600

500

400

300

200

100

0

図図図図３３３３：：：：Frequency of Web Contents (MB)

研究会Temp 
－20－



になる。あくまで表層（Surface）の Web コンテンツの容量ではあるが、小学校から大学
の合計が 500 ギガバイト程度であるとすれば、セキュリティを含めて新しいコンテンツ流
通の可能性も示唆される。例えばサイトセキュリティやネットワークそのもののセキュリ

ティも有効ではあるが、超広域ネットワークに分散していても全コンテンツバックアップ

を定期的に行うことができる可能性が示唆される。中島[3]もわが国の”.jp”のWebデータ容
量はランダムサンプリング法ではあるが約 4 テラバイトから 5 テラバイトの間であると推
定している。インターネット情報量がWebを中心とするサーバクライアントモデルでデー
タ提供を行う、固定的で”Fixed”なコンテンツ提供を行う様式に限っては全量バックアップ
が可能、特に acドメインを中心とした教育機関のWebサービスに関してはたかだかパーソ
ナルコンピュータで数十万円のコストで全量をバックアップすることが不可能ではないこ

とが示唆される。500ギガバイトのデータ伝送を帯域１Gbpsのネットワーク伝送性能で行
えば約 4000秒＝約 1時間で終了する可能性も示唆された。 

 
中川らは、ネットワーク社会の情報流通の担い手として重視される遠隔医療の必要とす

るデータ伝送容量を推計し、わが国の医療機関のうち病院（施設数約 1 万）の必要とする
データ伝送量は 1 施設あたり約 128Kビット/秒（静止画とテキストベースのデータ伝送で
あると仮定）であると推定した[10]。また、インターネット手順でのデジタルビデオ伝送
（DV：１ストリーム 50Mbps）[11]、フルデジタルビデオ伝送（D1：約３００Mbps）が実
用化[12]され、今後も SHD-TV 伝送（1.4－5.6Gbps [13],[14]）等の当大容量コンテンツ
伝送も予想され、アドレス空間を一戸あたりとして考えることが出来た IPv4からそれぞれ
のデバイスに対して個々にアドレスをアサインすることが可能な IPv6への移行と相乗して
1998年頃からの静止画＋テキストをサーバクライアントモデルで配布するというコンテン
ツ流通形態が変化する可能性も示唆される。 
 

まとめまとめまとめまとめ    
    

2002年におけるわが国のインターネット情報量と次世代インターネットにおける通信量予
測のための母数となる基礎データを検討するため、人口 220万の K、550万人の H府県に
おいて、小中高大 4種の教育機関の全数検索と提供されているURLからダウンロード可能
なWebコンテンツの全量をダウンロードし、得られた結果を検討した。その結果、 
 
１．Web コンテンツは 2 府県合わせて 5.6 ギガバイトであり、各教育機関ならびにそれぞ
れの府県において分布、平均値、分散が相似しており、統計学的近似性のある可能性

が示唆された。頻度分布は全て指数分布を示した。 
 
２．また、2府県を合わせ人口 770万人に対しての容量であると仮定すれば、わが国の教育
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機関の Webコンテンツの総容量は５００GB,たかだか 1テラバイトであり、今後ハー
ドディスクの低価格化とブロードバンドネットワークの条件によってページのバック

アップも可能であることも示唆された。 
 
これらから、Webのような従来型サーバクライアントモデルでの固定的（Fixed）コンテン
ツ提供の今後のあり方、流通形態に関して検討が必要なことが示唆された。 
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